
平成１７年３月期 個別中間財務諸表の概要 平成１６年１１月１６日 
 

上場会社名      株式会社 立 花 エ レ テ ッ ク 上場取引所 東 大 

コード番号      ８１５９ 本社所在都道府県 

（ＵＲＬ   http://www.tachibana.co.jp/） 大阪府 

代 表 者 役職名 代表取締役社長 氏名 渡邊 武雄  

問合せ先責任者 役職名 常 務 取 締 役 氏名 菊池   亨 TEL  (06) 6539-2718 

決算取締役会開催日 平成１６年１１月１６日 中間配当制度の有無    有 ・ 無 

中間配当支払開始日 平成１６年１２月１０日 単元株制度採用の有無  有（1 単元 100 株）・無 

 
１．１６年９月中間期の業績（平成１６年４月１日～平成１６年９月３０日） 
(１) 経営成績                                     （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 売上高 営業利益 経常利益 
 
１６年９月中間期 
１５年９月中間期 

百万円   ％ 
８４，１６３ △ ３．９ 
８７，５５６  ４４．０ 

百万円       ％ 
１，６８９   ２３．１ 
１，３７１     ２９．２ 

百万円    ％ 
１，６１４   ２６．４ 
１，２７７     ３４．５ 

１６ 年 ３ 月 期 １７３，２７６  ２，９２８    ２，７６６   

 
 

中間（当期）純利益 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

 
１６年９月中間期 
１５年９月中間期 

       百万円    ％ 
    ９８６   ３２．３ 
７４５   ６６．３ 

             円    銭 
６０    ８３ 
４６    ３３ 

１６ 年 ３ 月 期 １，５７９     ９５  ５６ 
（注）①期中平均株式数 16 年 9 月中間期 16,214,893 株    15 年 9 月中間期  16,086,455 株    16 年 3 月期  16,055,334 株 
②会計処理の方法の変更     有   ・   無 
③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 

(２) 配当状況 
１ 株 当 た り １ 株 当 た り    
中 間 配 当 金 年 間 配 当 金 

 
１６年９月中間期 
１５年９月中間期 

       円  銭 
６   ００ 
６   ００ 

        円  銭 
― 
― 

１６ 年 ３ 月 期 ― １４   ００ 

 

 
(３) 財政状態 

 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
 
１６年９月中間期 
１５年９月中間期 

百万円 
７３，６６８ 
７６，２３８ 

百万円 
２２，９５７ 
２１，０１７ 

％ 
３１．２ 
２７．６ 

              円    銭 
１，４１２    ７５ 
１，３０９    ０１ 

１６ 年 ３ 月 期 ８２，３７１ ２２，２０１ ２７．０ １，３７２  ２７ 
（注）①期末発行済株式数 16 年 9 月中間期 16,250,258 株   15 年 9 月中間期  16,055,811 株   16 年 3 月期  16,145,956 株 
②期末自己株式数  16 年 9 月中間期   202,499 株   15 年 9 月中間期     396,946 株   16 年 3 月期     306,801 株 

 
２．１７年３月期の業績予想（平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日） 

１株当たり年間配当金  
売上高 経常利益 当期純利益 

期   末  
 
通       期 

百万円 
 １７４，０００ 

百万円 
３，２５０ 

百万円 
 １，８００ 

    円    銭 
６   ００ 

 円    銭 
   １２   ００ 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） 106 円 04 銭 
１株当たり予想当期純利益（通期）は、平成 16 年 11 月 16 日開催の当社取締役会決議によります第三者割当
株式数（300,000 株）を含めた予定期末発行済株式数16,550,258 株により算出しております。 

※上記の予想の前提条件その他の関連する事項については、添付資料の 8 ページを参照してください。 

 
（財）財務会計基準機構会員
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（５）個 別 中 間 財 務 諸 表  

中 間 貸 借 対 照 表 
（単位  百万円） 

当中間会計期間末 
(平成 16 年 9 月 30 日) 

前中間会計期間末 
(平成 15 年 9 月 30 日) 前年同期比較 

前事業年度末 
(平成 16 年 3 月 31 日) 

 
            期     別 
  
  科     目 

金     額 構成比 金     額 構成比 金  額 金     額 構成比 

  （資 産 の 部） 

流 動 資 産         

現 金 及 び 預 金          

受 取 手 形          

売 掛 金          

た な 卸 資 産          

繰 延 税 金 資 産          

未 収 入 金          

そ の 他          

貸 倒 引 当 金          

 

 

7,876 

8,435 

40,661 

6,736 

436 

2,087 

410 

△   51 

％  

 

10,516 

7,663 

42,860 

5,799 

416 

1,717 

181 

△   205 

％  

 

△ 2,640 

771 

△ 2,199 

937 

19 

369 

228 

154 

 

 

10,481 

7,753 

46,859 

7,322 

462 

2,046 

208 

△   167 

％

流 動 資 産 合 計          

固 定 資 産         

  有 形 固 定 資 産         

建 物          

そ の 他          

66,591 

 

 

2,434 

560 

90.4 68,951 

 

 

2,589 

573 

90.4 

 

△ 2,359 

 

 

△   154 

△   12 

74,967 

 

 

2,507 

568 

91.0 

有形固定資産合計          2,995 4.1 3,162 4.2 △  167 3,075 3.7 

  無 形 固 定 資 産         

  投資その他の資産         

投 資 有 価 証 券          

繰 延 税 金 資 産          

そ の 他          

貸 倒 引 当 金          

330 

 

3,207 

13 

591 

△   61 

0.4 317 

 

2,955 

253 

1,011 

△   413 

0.4 12 

 

251 

△  240 

△   419 

352 

332 

 

3,419 

－ 

710 

△   133 

0.4 

  投資その他の資産合計              3,750 5.1 3,806 5.0 △   56 3,996 4.9 

固 定 資 産 合 計 7,076 9.6 7,286 9.6 △   210 7,403 9.0 

資 産 合 計           73,668 100.0 76,238 100.0 △ 2,569 82,371 100.0 
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（単位  百万円） 

当中間会計期間末 
(平成 16 年 9 月 30 日) 

前中間会計期間末 
(平成 15 年 9 月 30 日) 前年同期比較 

前事業年度末 
(平成 16 年 3 月 31 日) 

               
           期     別 
  
  科     目 

金     額 構成比 金     額 構成比 金  額 金     額 構成比 

（負 債 の 部） 

流 動 負 債           

支 払 手 形          

買 掛 金          

短 期 借 入 金          

１年以内返済予定の        
長 期 借 入 金        

未 払 法 人 税 等          

賞 与 引 当 金          

そ      の      他 

 

 

4,608 

38,349 

2,900 

 

40 

749 

695 

1,704 

％ 

 

 

 

 

4,680 

42,333 

2,940 

 

485 

722 

623 

1,789 

％ 

 

 

 

 

△   71 

△ 3,984 

△   40 

 

△   445 

26 

72 

△   85 

 

 

4,482 

47,832 

2,600 

 

305 

996 

674 

1,580 

％ 

 

 

    流 動 負 債 合 計          

固  定  負  債           

社 債          

長 期 借 入 金          

退 職 給 付 引 当 金          

役員退職慰労引当金 

繰 延 税 金 負 債 

49,046 

 

1,000 

50 

437 

177 

－ 

66.6 53,573 

 

1,000 

90 

433 

123 

－ 

70.3 △ 4,526 

 

－ 

△   40 

3 

53 

－ 

58,471 

 

1,000 

50 

432 

134 

81 

71.0 

固 定 負 債 合 計          1,664 2.2 1,647 2.1 16 1,698 2.0 

負 債 合 計           50,710 68.8 55,221 72.4 △ 4,510 60,169 73.0 

 

4,226 

 

4,030 

 

66 

 

5.7 

 

4,226 

 

4,030 

 

－ 

 

5.6 

 

－ 

 

－ 

 

66 

 

4,226 

 

4,030 

 

44 

 

5.1 

4,097 

 

349 

12,000 

1,778 

5.6 4,030 

 

349 

10,800 

1,428 

5.3 66 

 

－ 

1,200 

349 

4,075 

 

349 

10,800 

2,166 

5.0 

（資 本 の 部） 

資 本 金           

資 本 剰 余 金           

資 本 準 備 金          

その他資本剰余金 

 自己株式処分差益 

資 本 剰 余 金 合 計          

利 益 剰 余 金           

利 益 準 備 金          

任 意 積 立 金          

中間(当期)未処分利益 

利 益 剰 余 金 合 計          

その他有価証券評価差額金           

自 己 株 式           

14,127 

654 

△   149 

19.2 

0.9 

△0.2 

12,578 

395 

△   214 

16.5 

0.5 

△0.3 

1,549 

258 

65 

13,315 

776 

△   193 

16.2 

0.9 

△0.2 

資 本 合 計           22,957 31.2 21,017 27.6 1,940 22,201 27.0 

負 債 ・ 資 本 合 計           73,668 100.0 76,238 100.0 △ 2,569 82,371 100.0 
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中 間 損 益 計 算 書 
（単位  百万円） 

当中間会計期間 
自平成16年4月 1日 
至平成16年9月30日 

前中間会計期間 
自平成15年4月 1日 
至平成15年9月30日 

前年同期比較 

前事業年度 
自平成15年4月 1日 
至平成16年3月31日 

 
期     別 

  

  科     目 金    額 百分比 金    額 百分比 金  額 増減率 金    額 百分比 

 

売 上 高          

売 上 原 価          

 

84,163 

77,626 

％ 

100.0 

92.2 

 

87,556 

81,675 

％ 

100.0 

93.3 

 

△ 3,393 

△ 4,048 

％ 

△3.9 

△5.0 

      

173,276 

161,238 

％ 

100.0 

93.1 

売 上 総 利 益          6,536 7.8 5,881 6.7 655 11.1 12,038 6.9 

販売費及び一般管理費          4,847 5.8 4,509 5.1 338 7.5 9,110 5.2 

営 業 利 益          1,689 2.0 1,371 1.6 317 23.1 2,928 1.7 

営 業 外 収 益          

受 取 利 息          

受 取 配 当 金          

そ の 他          

 

2 

27 

36 

  

0 

22 

37 

  

1 

4 

△     1 

 

 

 

1 

30 

105 

 

 

66 

 

23 

6 

89 

21 

0.1 61 

 

26 

6 

82 

39 

0.1 5 

 

△   3 

△   0 

6 

△   17 

8.7 137 

 

53 

13 

170 

61 

0.1 営 業 外 収 益 合 計          

営  業  外  費  用          

支 払 利 息          

社 債 利 息          

売 上 割 引          

そ の 他          

営 業 外 費 用 合 計          141 0.2 155 0.2 △   14 △9.4 299 0.2 

経 常 利 益          1,614 1.9 1,277 1.5 337 26.4 2,766 1.6 

特 別 利 益          135 0.2 141 0.2 △    6 △4.3 220 0.1 

特 別 損 失          35 0.1 34 0.1 1 4.4 64 0.0 

税引前中間（当期）純利益           

法人税、住民税及び事業税           

法 人 税 等 調 整 額           

1,714 

712 

15 

2.0 

0.8 

0.0 

1,384 

719 

△   80 

1.6 

0.8 

△0.1 

329 

△     7 

95 

23.8 2,922 

1,397 

△   53 

1.7 

0.8 

△0.0 

中間（当期）純利益           

前 期 繰 越 利 益           

中 間 配 当 額           

986 

791 

－ 

1.2 745 

683 

－ 

0.9 240 

108 

－ 

32.3 1,579 

683 

96 

0.9 

中間（当期）未処分利益           1,778  1,428  349  2,166  

 

（                ） （               ）  （                ） 
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

１．資産の評価基準及び評価方法 

 （１）有価証券 

       子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法によっております。 

その他有価証券 

時価のあるもの………中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部資本直入法
により処理し、売却原価は、移動平均法により算定）によっております。 

時価のないもの………移動平均法による原価法によっております。 

 （２）たな卸資産………総平均法による原価法によっております。 

２．固定資産の減価償却の方法 

 （１）有 形 固 定 資 産         ……… 定率法によっております。ただし、平成10 年 4 月 1 日以降取得した建物
（建物付属設備は除く）については、定額法によっております。なお、
主な耐用年数は、建物 3 年～50 年、構築物 10 年～50 年、車輌運搬具 4
年～6 年、器具備品2 年～20 年であります。  

 （２）無 形 固 定 資 産         ……… 定額法によっております。なお、自社利用のソフトウェアについては、
社内における見込利用可能期間(5 年)に基づいております。 

３．引当金の計上基準 

 （１）貸  倒  引  当  金         ……… 売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に
より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、
回収不能見込額を計上しております。  

 （２）賞  与  引  当  金         ……… 従業員に支給する賞与に充てるため、実際支給見込額の当中間会計期間
負担額を計上しております。   

 （３）退 職 給 付 引 当 金         ……… 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及
び年金資産の見込額に基づき、当中間会計期間末において発生している
と認められる額を計上しております。なお、数理計算上の差異について
は、発生年度より10 年で処理しております。  

 （４）役員退職慰労引当金         ……… 役員の退職慰労金の支給に備えるため、当社内規に基づく当中間期末要
支給額を計上しております。 

４．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

５．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

  

 

１株当たり配当金の内訳 
 

 16 年 9 月中間期 
（中間配当） 

15 年 9 月中間期 
（中間配当） 

16 年 3 月期 
（年間配当） 

 
普通株式 
（内訳） 

普通配当 
記念配当 

    円  銭 
6  00 

 
6  00 
－ 

円  銭 
6  00 

 
6  00 
   － 

円  銭 
14  00 
 

12  00 
2  00 
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注記 

 当中間会計期間 前中間会計期間 前事業年度 

（中間貸借対照表関係）    

１．有形固定資産の減価償却累計額 3,474 百万円 3,293 百万円     3,383 百万円 

２．担保提供資産    

（担保に供している資産）    

建          物 42 百万円 45 百万円 44 百万円 
土          地 108 百万円 108 百万円 108 百万円 

合          計 150 百万円 154 百万円 152 百万円 

（上記に対する債務）    

 社          債 400 百万円 400 百万円 400 百万円 

３．保証債務    

    （１）関係会社の金融機関からの 
借入金に対する保証 
     （対象会社数） 

 
－百万円 
 

 
18 百万円 
（1 社） 

 
－百万円 
 

  （２）関係会社の仕入取引契約
に係る債務の保証 

           （対象会社数） 

 
12 百万円 
（2 社） 

 
20 百万円 
（2 社） 

 
18 百万円 
（2 社） 

  （３）従業員の金融機関からの  
借入金に対する保証 

           （対象社員数） 

 
6 百万円 
（11 名） 

 
13 百万円 
（13 名） 

 
10 百万円 
（13 名） 

４．受取手形割引高 676 百万円 829 百万円 676 百万円 

    

（中間損益計算書関係） 

  特別利益の主な内訳 

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 135 百万円 140 百万円 192 百万円 

 

 

 

① リース取引 

   ＥＤＩＮＥＴによる開示を行うため記載を省略しております。 

② 有価証券 

      当中間会計期間、前中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式

で時価のあるものはありません。 

 


